
 

令和６年度公共⼯事設計労務単価への対応等について 
 
 先般、令和６年３⽉から適⽤される公共⼯事設計労務単価（以下「新労務単価」という。）が決定・公
表され、地⽅公共団体においても新労務単価の早期活⽤等が求められております。この度、その運⽤に
係る特例措置も公表されたことから、本市においてもその趣旨を踏まえ、次のとおり取り扱うこととし
ます。 
 
１．令和５年度３⽉補正関連案件（建設⼯事） 
   旧労務単価（令和５年３⽉から適⽤した公共⼯事設計労務単価）を適⽤して積算した案件につい

ては、受注者は、新労務単価への改定に伴う請負代⾦額の変更に関する協議を請求できることとし、
当初契約後、受注者からの請求に基づく協議により、建設⼯事請負契約約款第６２条の規定に基づ
き、当初契約時点での単価・物価に基づく請負代⾦額に変更できることとします。 

具体的な取扱いについては、「「令和６年３⽉から適⽤する公共⼯事設計労務単価について」の運
⽤に係る特例措置について」（令和６年２⽉１６⽇付け国会公契第２５号ほか）の規定を準⽤しま
す。 

   また、請負代⾦額の変更がなされた場合は、この対応の趣旨を踏まえ、下請契約の見直しや賃金

水準の引上げに適切に対応してください。 
なお、旧労務単価を⽤いて設定した予定価格の⾒直しは、⾏いません。 

 
２．令和６年４⽉１⽇履⾏開始ゼロ市債案件（建設⼯事） 
   受注者は、建設⼯事請負契約約款に定める、いわゆるスライド条項を適⽤できることとし、スラ

イド協議を請求された場合は、協議に応じることとします。 
具体的な取扱いについては、「賃⾦等の変動に対する建設⼯事請負契約書第２５条第６項の運⽤

について」（平成２９年２⽉１４⽇付け建企第６０３−１９号）の規定を準⽤します。 
   また、請負代⾦額の変更がなされた場合は、この対応の趣旨を踏まえ、下請契約の見直しや賃金

水準の引上げに適切に対応してください。 
 
３．上記１及び２以外の案件（建設⼯事） 
   債務負担⾏為案件等についても上記２と同様の取扱いとし、建設⼯事請負契約約款に定める、い

わゆるスライド条項を運⽤し、適切に対応することとします。 
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